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「歴史的課題への挑戦と未来への確かな布石」の 

実現に向けた提案・要望 

 

＜重点施策に関する提案・要望＞ 

Ⅱ 「日本一暮らしやすい埼玉」の 

実現に向けた取組の深化 
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■安心・安全の追究              

 

１ 老朽化する橋りょうに対応した道路管理の推進 

 
                               要望先 ：国土交通省 

                               県担当課：県土整備政策課 
 

◆提案・要望 

 県や市町村が橋りょうを計画的に維持管理するため、点検及び修繕、更新に必要な財

源の確保を行うこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 高度経済成長期に建設された多くの橋りょうの老朽化が進行しており、このまま放置すると 

 一斉に大規模な修繕や架換えの時期を迎え、将来に大きな負担が生じることとなる。 

・ 法定点検の実施により、修繕等の措置を講ずべき橋りょうが明らかになり、その措置を図るた

めの財政的な負担が増している。 
 

◆参考 

 ○県内の橋りょう数  

高速道路    756橋（4％） 国道（補助）・県道（さいたま市管理含） 2,956橋（14％） 

国道（直轄） 546橋（3％） 市町村道                16,237橋（79％） 

            県内合計     20,495橋 

出典：道路メンテンナンス年報を一部加筆 

 

 ○県管理の橋りょう竣工年次グラフ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○建設後 50年以上経過している県管理橋りょうの割合の推移  

 

 

 

 

  



51 

 

２ 河川管理施設の長寿命化の推進 

 
                                 要望先 ：国土交通省 

                                 県担当課：河川環境課 
 

◆提案・要望 

 河川管理施設の長寿命化対策を推進するため、施設の計画的な更新や修繕に必要な財

源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 高度経済成長期に建設された排水機場や矢板護岸は、その多くが老朽化している。 

・ 特に、排水機場設備は常に運転できる状態を維持する必要があるため、適切な予防保全が求め

られる。 

・ また、昨今の防災インフラとしても管理の効率化に資する機能の高度化が求められている。 

・ 計画的な更新や修繕に向けて必要な財源を安定的に確保していくためには、中長期的な見通し

に立った予算額の明示や地方負担に対する財政措置、補助制度の拡充が必要である。 

 

◆参考 

 ○排水機場の状況 

 ・ 排水機場は、46機場のうち20機場（全体の約４割）が整備後30年以上を経過している。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○矢板護岸の状況 

 ・ 総延長約263ｋｍのうち、約216ｋｍ（約82％）が整備後30年以上を経過（令和６年４月現在） 

  しており、腐食孔の発生や傾倒、護岸裏の道路陥没などの影響が出ている。 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

全体の約４割 

排水機場調査結果（令和６年４月現在） 

矢板護岸調査結果（令和６年４月現在） 

 

 

 

 

全体の約 82％ 
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 ○県管理ダムの状況  

 ・ 県が管理する３つのダムは、建設後 30年前後となり、多くの設備が更新の時期を迎えてい

る。 

 

  

非常用発電機 機場ゲート水密ゴム 無停電電源装置 
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３ 安全で快適な歩行空間の整備 

 
                            要望先 ：国土交通省 

                            県担当課：道路街路課、道路環境課 
 

◆提案・要望 

（１） 未就学児や通学児童が安心して利用できる安全な歩行空間を確保するために、歩

道整備に必要な財源を確保すること。 
 

（２） 電線類地中化の整備手法について、さらなるコスト削減策の検討及び普及を進める

とともに、電線類の地中化に必要な財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 令和元年に滋賀県大津市で発生した未就学児が犠牲となった事故や、令和３年に千葉県八街市

で発生した通学児童が犠牲となった事故により、歩行者の安全確保に対する関心が高まっている。 

・ 県管理道路の約３割においては、未だ歩道が整備されていない。整備済みの箇所においても十

分な幅員が確保されていない状況である。 

・ このような状況の中、地元市町村からは、未就学児の移動経路に限らず、小中学校の通学児童

の安全を確保するため、通学路安全プログラムに基づく歩道整備の推進が強く望まれている。 

・ その数は県管理道路で383件にのぼっており、大幅な予算の拡充が必要な状況である。 

・ 令和４年７月策定の「第２次埼玉県無電柱化推進計画」に基づき、「脱・電柱社会」の実現のた

め、強力に無電柱化を推進していくこととしている。 

・ 電線類の地中化を進めるためには多くの事業費が必要であり、継続的かつ安定的な財源確保と

共にコスト縮減が必要不可欠である。 

 

◆参考 

 ○歩道の整備状況（県管理道路）（令和５年４月１日時点） 

県管理道路延長 歩道整備延長 歩道整備率 

2,773.8㎞ 2,055.3㎞ 74.1％ 

                              

 ○歩道整備率の推移（県管理道路）（令和５年４月１日時点） 

H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1 

72.9％ 73.3％ 73.5％ 73.7％ 74.0％ 74.1％ 

 

 ○歩道の幅員別整備状況（県管理道路）（令和５年４月１日時点） 

歩道幅員 0.75m以上～2.5m未満 2.5m以上 合 計 

整備延長 660.4 km 1,394.9 km 2,055.3 km 

構成比 32.1 ％ 67.9 ％ 100 ％ 

 

 ○電線類地中化の整備状況（県管理道路）（令和５年４月１日時点） 

R2.4.1 R3.4.1 R4.4.1 R5.4.1 

55.7km 57.5km 58.5km 58.8km 
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４ 交通安全施設等の整備 

                                  
                   要望先 ：警察庁、国土交通省            

                   県担当課：道路街路課、道路環境課、（警）交通規制課 
 

◆提案・要望 

（１） 交通死亡事故の約６割が、交差点及び交差点付近で発生していることから、交

通事故の抑止や交通渋滞の緩和を図るため、交差点の整備、信号機の設置、改良

及び横断歩道整備のための財源を確保すること。 
 

（２） 「ゾーン30プラス」における生活道路30㎞/hの区域規制と物理的デバイスの適

切な設置や良好な自転車交通秩序の実現に向けた自転車の通行環境整備等の重要

施策推進のための財源を確保すること。 
 

（３） 安全で快適な道路交通環境を確保するため、見やすく分かりやすい道路標識及

び道路標示整備のための財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県の人身交通事故は、平成 22年をピークに減少傾向にあったものの、令和５年は前年比増加

に転じており、また、交通事故死者数についても前年比 18人増加し、122人と高水準であること

から、交通情勢は依然として厳しい状況である。 

・ 交通事故の特徴として、交通事故死者数のうち高齢者の割合が、全体の約 54.9％と半数を超え

ており、その中でも歩行中及び自転車乗用中の死亡事故の割合が約 76.1％と高くなっている。 

・ 交通事故の抑止や交通渋滞の緩和を図るため、交通安全施設等の整備をより一層推進する必要

がある。 

 

◆参考 

 ○主な交通安全施設整備数（補助事業） 

 

  

 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

信号機新設数 1基 3基 2基 1基 1基 

信号機改良（車両用灯器 LED化） 282灯 246灯 660灯 600灯 660灯 

信号機改良（歩行者用灯器 LED化） 272灯 304灯 560灯 400灯 160灯 

横断歩道整備数 2,925本 2,725本 2,500本 1,950本 2,025本 

ゾーン 30プラス整備数 

(R3年度以前はゾーン 30の整備数) 
28区域 28区域 26区域 10区域 10区域 

標識整備数（県警所管） 2,196本 2,823本 3,000本 2,800本 1,655本 
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５ 基準病床数及び必要病床数の算定方法の見直し 

 
                               要望先 ：厚生労働省 

                               県担当課：保健医療政策課 
 

◆提案・要望 

 一般病床及び療養病床における基準病床数及び将来の病床の必要量（必要病床数）の

算定方法について、次の観点から見直しを行うこと。 
 

（１） 新興感染症の流行時において、救急などの一般医療を圧迫することなく感染症

患者の受入れ病床を確保するため、先般の新型コロナウイルス感染症対応を踏ま

えた基準病床数及び必要病床数の加算を可能とするなど、感染症対応を想定した

病床数制度とすること。 
 

（２） 圏域を越えた高度で専門的な医療を提供する医療機関の病床整備を可能とする

ため、特に配慮が必要な病床などの算定については、二次保健医療圏の考え方に

捕らわれない、都道府県知事の裁量による弾力的な制度の運用を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 基準病床数及び将来の病床の必要量は、医療法に基づき二次保健医療圏ごとに算定され、既存

病床数が基準病床数を上回る圏域や、許可病床数が必要病床数を上回る圏域では、原則として新

たな病床整備を行うことができず、圏域間での病床数の調整もできない。 

・ 本県においては、人口10万人当たりの一般病床数が全国第46位と極めて少ない状況の中で、新

型コロナウイルス感染症対応の病床確保に力を注いできた。 

・ そのため、急性期機能を担う多くの医療機関において、一般病床を新型コロナウイルス感染症

患者の受入れ病床に転用したことにより、特に感染拡大時に、救急医療などの一般医療に影響が

生じた。 

・ 新興感染症の流行期に感染症患者の受入れ病床を確保するためには、各医療機関が有する病床

数に一定の余力が必要である。 

・ 広域的に高度で専門的な医療を提供する病床は、パンデミック発生時に特定の地域に病床を集

約し、効率的な患者対応を可能にしたいところ、二次保健医療圏ごとに病床数を決定する現行制

度では実現できない。 

・ そこで、広域的に高度で専門的な医療を提供する病床整備については、二次保健医療圏の考え

方に捕らわれない、都道府県知事の裁量による弾力的な運用を可能とする必要がある。 
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◆参考 

 ○二次保健医療圏ごとの基準病床数と既存病床数 

                                      （単位：床） 

二次保健

医療圏 

既存病床数 

① 

基準病床数 

② 
①・②の比較 

許可等病床数 

③ 

必要病床数 

④ 

整備可能数 

④－③ 

南部 4,781 5,271 非過剰 4,902  5,025 123 

南西部 4,633 4,609 過剰 4,777  4,777 ― 

東部 8,598 9,192 非過剰 8,862  8,935 73 

さいたま 7,612 9,896 非過剰 7,917  7,664 ― 

県央 3,289 4,319 非過剰 3,530  3,534 4 

川越比企 6,825 7,587 非過剰 7,448  7,652 204 

西部 7,697 7,767 非過剰 7,881  7,951 70 

利根 4,238 4,906 非過剰 4,651  4,630 ― 

北部 3,562 3,797 非過剰 3,913  3,442 ― 

秩父 753 580 過剰 791  600 ― 

合計 51,988 57,924  54,672  54,210 474 

※基準病床数、必要病床数は第８次埼玉県地域保健医療計画、既存病床数は令和５年３月末現在。 
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６ 在宅医療等に係る診療報酬等の制度見直し 

 
                         要望先 ：厚生労働省 

                         県担当課：高齢者福祉課、障害者支援課、 

                              医療整備課、医療人材課 
 

◆提案・要望 

（１）  本県で措置した取組を継続的に実施するために、地域医療介護総合確保基金の

対象として医療機関等における暴力・ハラスメント対策推進事業を明確に記載

し、かつ柔軟な運用を認めること。 
 

（２） 複数人訪問制度が十分に機能するよう診療報酬、介護報酬及び障害福祉サービ

ス報酬の要件を見直すこと。警備会社との契約費用や弁護士相談費用等も含め

て、暴力・ハラスメントに対する十分な対策をとれる費用を必要な経費として認

めるなど、診療報酬等の制度を見直すこと。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 令和４年１月、 ふじみ野市において散弾銃立てこもり事件が発生し、在宅の現場で医師が亡く

なったほか、同行していた医療従事者も重傷を負うという大変痛ましい事件が起きた。事件を受

け、本県が緊急に行ったアンケート調査では、県内の在宅医療・介護の現場で暴力・ハラスメン

トを受けたことがあると答えた従事者は半数を超えるという厳しい結果であった。 

・ このような状況の中で、複数人の看護師・介護職員等が同時に訪問看護・介護を行った場合の

加算制度は既に診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬に組み込まれているが 、請求には

患者又はその家族等の同意が必要であり、こうした費用を現実の問題として請求することは難し

い。 

・ また、診療報酬制度において、この加算は、患者本人による暴力行為等が認められる場合であ

り、家族等による場合は対象外となっている。さらに、医療機関等の安全対策の取組に対する費

用（通話録音装置等の用具を購入する費用）は診療報酬等に含まれておらず、地域医療介護総合

確保基金の医療分には、これら安全対策に係る費用は対象として明示されていないため、明確に

記載するべきである。 

・ 本県では、地域医療介護総合確保基金等を活用し、複数人訪問費用補助や安全対策の取組に対

する費用補助などを令和４年９月補正予算で措置したところであるが、患者やその家族等からの

暴力・ハラスメントは全国で起こりうることであり、医療機関等による被害防止対策に係る経費

は、医療従事者等が安心・安全に業務に取り組めるように、本来、基金ではなく診療報酬等で全

国一律に手当てされるべきものである。 

 

◆参考 

 ○地域医療介護総合確保基金 

  ・ 平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を

創設。 

  ・ 各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。 
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７ 医学部の新設 

 
要望先  ：文部科学省、厚生労働省 

                            県担当課：医療人材課 
 

◆提案・要望 

 医師不足に対処するため、医師偏在指標に基づき「医師少数都道府県」に指定された

地域や、医学部定員が少ない地域については、医学部新設の対策を講じること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県は国が算定した医師偏在指標で42位の「医師少数都道府県」であり、医師不足問題が深刻

である。 

・ 高齢化が進行し、医療需要の急増が見込まれるため、医師確保は喫緊の課題である。 

・ また、本県は医学部定員１人当たりの18歳人口が全国で最も多く、医学部入学の機会均等が崩れて

いる。 

 

◆参考 

 ○医師偏在指標 

 医師多数都道府県（上位33.3%）   医師少数都道府県（下位33.3%） 

1位 東京都（353.9）  32位 山口県（228.0） 

2位 京都府（326.7） 
 

… … 

3位 福岡県（313.3）  42位 埼玉県（196.8） 

… … 

 … … 

 46位 青森県（184.3） 

16位 香川県（266.9）  47位 岩手県（182.5） 

    ※「医師偏在指標」（厚生労働省）（令和6年1月10日版） 

 ○高齢者（75歳以上）人口の増加率                （単位：万人） 

 2020年の人口 2030年の人口 増加率 

沖縄県 15.8 21.7 ＋37％（ 1位） 

… … … … 

埼玉県 99.4 128.2 ＋29％（ 5位）  

    

島根県 12.3 13.9 ＋13％（46位） 

秋田県 19.1 21.5 ＋13％（47位） 

      ※「令和5年 日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）を基に本県作成 

 ○本県の医療・介護ニーズの将来推計 

入院患者数 2013年:35,811人／日 → 2035年:49,881人／日 

在宅医療等の必要量 2013年:46,152人／日 → 2025年:82,372人／日 

   ※「第８次埼玉県地域保健医療計画」より抜粋 

 ○令和５年度医学部定員1人当たりの18歳人口            

 18歳人口  18歳人口 

埼玉県 480.9人（ 1位） 高知県 49.7人（45位） 

静岡県 278.2人（ 2位） 鳥取県 45.5人（46位） 

兵庫県 213.2人（ 3位） 石川県 44.5人（47位） 

   ※「令和２年度 学校基本調査」（文部科学省）、「令和５年度 大学医学部入学定員」（文部科学省）を基に本県作成 



59 

 

８ 地方消費者行政の充実強化のための財源確保 

 
要望先 ：内閣府、消費者庁 

                               県担当課：消費生活課 
 

◆提案・要望 

 複雑かつ多様化する消費生活相談に対応するため、また、消費生活相談窓口等の事業

が安定して実施できるように、必要な財源を確保すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県では現在、単独で窓口を設置する方式のほか、複数市町村が窓口を相互に利用をする方式

を含め、県内 63 市町村の全てにおいて週４日以上の消費生活相談窓口が整備されるなど、消費

者行政は着実に進展している。 

・ その財源として、従来、地方消費者行政活性化基金を活用してきたが、平成 27年度から地方消

費者行政推進交付金による財政支援に切り替わるとともに、地方消費者行政活性化基金の活用期

間は令和２年度までとなった。 

・ 地方消費者行政推進交付金の活用事業は、事業ごとに終期があらかじめ設定されているととも

に、新たな事業に取り組むことができるのは、平成 29年度までに開始した事業に限られている。 

・ また、平成 30年度から地方消費者行政強化交付金による財政支援に切り替わり、新たな消費者

課題に対応できる事業（強化事業）も追加となったが、対象は新規性のある事業に限られ、推進

事業分の交付金は令和元年度にかけて大幅に減少した。令和３年度から令和４年度にかけては、

推進事業に充当できる地方消費者行政活性化基金の活用期間終了に伴い推進事業分の交付金が

増額となったが、消費生活相談体制の維持・充実などに活用できる推進事業については、そのほ

とんどが令和７年度までに活用期間が終了する。 

・ 今後、強化交付金のうち推進事業分の活用期間の延長や、強化事業の利用目的の弾力化・補助

率の見直し等の措置がなされなければ、市町村の消費生活相談窓口等の事業継続が不安定となる

ことが予想される。 

 

◆参考 

 ○地方消費者行政強化交付金による財政支援状況                 （単位：千円） 

 Ｈ29当初 

交付決定額 

Ｈ30当初 

交付決定額 

Ｒ１当初 

交付決定額 

Ｒ２当初 

交付決定額 

Ｒ３当初 

交付決定額 

Ｒ４当初 

交付決定額 

Ｒ５当初 

交付決定額 

前年比／ 

当初比 

強化交付金推進事業 

（～H29推進交付金） 

補助率 国 10/10 

231,245 95,253 45,903 128,406 142,662 149,521 135,861 

97.3% 

58.7% 

（H29比） 

強化交付金強化事業 

（H30創設） 

補助率 国 1/2 

－ 12,165 13,227 13,806 11,449 14,846 12,956 

87.3% 

106.5% 

（H30比） 

活性化基金(H30～ 

推進事業に充当) 

Ｒ２活用終了 

（支出額） 

94,720 

（支出額） 

75,674 

（支出額） 

97,947 

（支出額） 

14,623 
－ － － － 

計 325,965 183,092 157,077 156,835 154,111 164,367 148,817 

90.5% 

45.6% 

（H29比） 
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９ 警察官の増員 

 
要望先 ：警察庁、総務省 

                                県担当課：（警）警務課 
 

◆提案・要望 

 本県警察官１人当たりの業務負担は極めて過重であることから、警察官を増員するこ

と。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 近年の治安情勢として、サイバー空間の脅威への的確な対処、ストーカー・ＤＶ・児童虐待事

案等の人身安全関連事案への的確な対処、特殊詐欺をはじめとした組織犯罪の撲滅、交通事故防

止対策の推進、要人に対する警護等の強化、テロ・災害等緊急事態への的確な対処が警察に求め

られる中、本県警察は、警察官１人当たりの人口負担、刑法犯認知件数の負担が全国ワースト１

位であるなど、警察官の業務負担が過重である。 

・ 平成12年に、警察刷新会議から国家公安委員会へ提出された「警察刷新に関する緊急提言」で

は、「警察官１人当たりの負担人口が500人となる程度まで地方警察官の増員を行う必要がある。」

旨の提言がなされ、全国平均が480人であるところ、本県は636人である。 

・ 社会情勢の変化に的確に対処し、本県の治安を安定的に維持していくため、警察官の増員が必

要である。 

 

◆参考 

   

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 警察官は条例定員（R5.4.1） 

  ※ 重要犯罪・重要窃盗犯認知件数の負担は警察官 100人当たり 
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10 警察車両の増強 

 
                                 要望先 ：警察庁 

                                 県担当課：（警）装備課 
 

◆提案・要望 

 警察活動の機動力を確保し、多種多様な警察事象に迅速・的確に対応するため、車両

を増強すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 警察法は、警察車両の購入に必要な経費については、国庫が支弁することと規定されているが、  

国費支弁の対象外となる行政目的で使用する庁用車及び排気量125cc以下の二輪車を除いた本県

警察車両における国費車両が占める割合は、四輪車が60.1％、二輪車が43.1％に留まる。 

・ 本県の治安情勢は、平成17年以降連続で減少してきた刑法犯認知件数が令和４年に増加に転じ、

重要犯罪においても令和２年以降増加傾向にあるほか、振り込め詐欺をはじめとする特殊詐欺の

認知件数及び被害額は依然として高い水準にあり、警察事象に的確に対応するためには車両増強

による機動力の確保が必要である。 

・ 県民の安全な生活を守り、複雑多様化する警察事象に迅速・的確に対応するため、国費車両の

増強が必要である。 

 

◆参考 

 

 

 

 

 

  

警察車両保有状況 令和６年４月１日現在

　　車　　　種 国 県 合計 国 県 合計 国 県 合計

1,359 912 2,271 1,339 912 2,251 1,330 882 2,212

(59.8%) (40.2%) (59.5%) (40.5%) (60.1%) (39.9%)

95 129 224 97 129 226 97 128 225

(42.4%) (57.6%) (42.9%) (57.1%) (43.1%) (56.9%)

 ※　各年度４月１日現在の台数

令和５年度 令和６年度
　　　　　　　  　　　　

　年　　度

二　　輪　　車
（125cc以下を除く）

四　　輪　　車
（庁用車を除く）

令和４年度
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■誰もが輝く社会               

 

１ 介護職員の確保・定着に向けた取組の強化 

 
                         要望先 ：厚生労働省 

県担当課：高齢者福祉課、地域包括ケア課 
 

◆提案・要望 

（１） 介護職員の確保・定着を促進する施策を継続できるよう令和７年度以降も必要

な財政的措置を引き続き図ること。 
 
（２） 介護職員が各地域において安定的に確保されるように、介護報酬の地域区分を

定めること。 

   ・ 隣接する市区町村の間で介護報酬に過大な差が生じないよう、地域区分の設

定は地域の実情を適切に反映したものとすること。 

   ・ 級地差が大きい地域と接している地域には、都県域を越えて接していたり、

公務員の地域手当の設定がある場合にも特例の適用を拡大するなど、地域の意

向に基づいた級地の変更が可能となるようにすること。 
 
（３） 他業種との賃金格差を解消するため、介護現場で働く全ての職員の給与を大幅

に引き上げることができるよう、処遇改善に要する費用を介護報酬とは別に措置

すること。また、高い専門性を有する職員がその評価にふさわしい賃金を得られ

るような仕組みとすること。 
 
（４） 科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）に関連する加算について、加算単位を引き上   

げること。 
 
（５） 介護事業者が職員用の宿舎を借り上げるための費用に対する補助について、地域医

療介護総合確保基金の対象事業とすること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 介護職員は他産業に比べ給与額が低く離職率が高い状況が続いている。今後の急速な高齢化に

対応するためにも介護職員の確保・定着を継続して図っていく必要がある。 

・ 介護報酬の地域区分においては令和６年度から新たな特例の設定により東京都特別区と隣接す

る市について６級地から５級地への引上げが可能になったが、依然として級地差が大きい市があ

ることから、引き続き特例の設定による地域区分の見直しが必要である。 

・ 都県境にある県内市は鉄道路線で都内と直接結ばれ、隣接する東京都の区市と一体の生活圏を

形成しているところがあり、地域間の所得差は小さいため、現行の地域区分の級地差を調整する

必要がある。 

・ 国は、科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）の推進により、介護職員の確保・定着と介護の質

の向上を目指しているが、ＬＩＦＥ導入のためには、ＩＣＴ機器の導入経費やランニングコスト

が生じる。ＬＩＦＥ利用をさらに普及させるためには、加算単位の引き上げが必要である。 
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・ 保育所等の事業者が保育士用の宿舎を借り上げるための費用の補助については、国の補助事業

の対象となっている。 

・ 保育士の宿舎借り上げに代わるものとして、介護事業者が職員の宿舎を整備するための費用に

対する補助があり、地域医療介護総合確保基金の対象事業となっているが、宿舎整備件数は累計

で５事業者に留まっている。 

・ 宿舎を借り上げる方が介護事業者の負担が少ないことから、介護職員の確保対策として介護事

業者が職員用の宿舎を借り上げるための費用に対する補助を地域医療介護総合確保基金の対象

事業とする必要がある。 

 

◆参考 

 ○給与額等比較表 （厚生労働省 令和４年賃金構造基本統計調査） 

 年齢 勤続年数 給与額 ※ 

全 労 働 者 43.7歳 12.3年 340.1千円 

福祉施設介護員 44.2歳 7.9年 257.5千円 

ホームヘルパー 49.1歳 8.6年 260.8千円 

介護支援専門員 51.6歳 10.5年 284.5千円 

   ※ 「きまって支給する現金給与額」 

 

 ○介護職員の離職率（令和４年度） 

介護全国 介護埼玉県 全産業全国 全産業埼玉県 

14.4％ 15.0％ 15.0％ 12.2％ 

   (介護労働実態調査：(公財)介護労働安定センター)  (雇用動向調査：厚生労働省) 

 

 ○介護報酬の改定 

平成18年度改定率 △2.4％ 平成17年10月改定分を含む 

平成21年度改定率 ＋3.0％ 人材確保・処遇改善の観点から加算を導入 

平成24年度改定率 ＋1.2％ 介護職員処遇改善加算等を新設 

平成27年度改定率 △2.27％ 介護職員処遇改善加算の新たな上乗せを創設 

平成30年度改定率 ＋0.54％  

令和元年度改定率 ＋2.13％ 介護職員等特定処遇改善加算の創設 

令和３年度改定率 ＋0.70% 介護職員の人材確保・処遇改善、物価動向 

令和４年度改定率 ＋1.13％ 介護職員等ベースアップ等支援加算の創設 

令和６年度改定率 ＋1.59％ 介護職員の処遇改善に係る加算制度を見直し 

  

 ○国の地域医療介護総合確保基金等を活用した施策 

  ※（ ）内は事業の開始年度 

  ・介護職員合同入職式・表彰式の実施（平成25年～） 

 県内介護事業所に新たに就職した介護職員を対象に合同入職式・表彰式を開催する。介護

職員等への感謝の気持ちなどをメッセージカードで伝える運動を推進し、優秀な介護事業所

及び職員を表彰する。 

  ・介護の魅力ＰＲ隊による介護の仕事の魅力発信（平成26年度～） 

 介護の魅力をＰＲするため、介護職員で構成する介護の魅力ＰＲ隊による大学・高校等へ

の訪問や就職セミナーで仕事の魅力を伝える活動及びＳＮＳを活用した動画配信等を実施。 
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  ・介護職員資格取得支援事業（平成26年度～） 

 介護現場で働きながら実務者研修を受講した者に対して研修受講料の一部を補助。 

  ・介護職員資格取得支援事業（初任者研修補助）（平成27年度～） 

 介護職員初任者研修修了後の早期就労者及び在職中の研修修了者に研修受講費の一部を

補助。 

  ・介護職員永年勤続表彰事業（平成27年度～） 

 永年勤続の介護職員等（勤続20年及び10年）を表彰。 

  ・優良介護事業所認証事業（平成28年度～） 

 人材育成等について優れた取組を行っている介護事業所を認証。 

  ・介護ロボット普及促進事業（平成28年度～） 

 介護ロボットを購入又はレンタルした介護事業所に対し、経費の一部を補助。 

  ・介護支援専門員研修受講支援事業（平成28年度～） 

 介護支援専門員研修の実施機関に対して必要経費の一部を補助。 

  ・介護職員就業定着支援事業（平成28年度～） 

 新任介護職員を対象に研修や交流イベント等を実施。 

  ・潜在介護職員届出システム事業（平成29年度～） 

 国のシステムを活用して就職に役立つ情報を提供し、離職した介護職員の復職支援を実

施。 

  ・市町村による介護人材確保支援事業（令和元年度～） 

 市町村が行う介護に関する入門的研修の実施から介護事業所とのマッチングまでの一体

的支援に対して補助。 

  ・外国人のための環境整備事業（令和元年度～令和４年度） 

 留学生を受け入れた介護事業所が日本語学校学費及び住居費を負担した場合その経費の

一部を補助。技能実習生及び特定技能外国人に対する日本語学習費の一部を補助。 

  ・介護現場におけるＩＣＴ導入支援事業（令和２年度～） 

 介護ソフトやタブレット等のＩＣＴ導入費の一部を補助。 

  ・介護職員の宿舎施設整備事業（令和２年度～） 

 介護人材（外国人を含む。）を確保するため、介護施設等の事業者が当該介護施設に勤務

する職員の宿舎を整備するための費用の一部を補助。 

・福祉・介護人材育成促進事業（令和３年度～） 

  他業種で働いていた者等が介護職員初任者研修等を修了し、県内の介護事業所に就職する

場合の就職支援金及び福祉系高校に通う学生に対する修学資金の貸付けを実施する。 

  ・介護人材確保総合推進事業（令和４年度～） 

 介護未経験者等を対象にオンラインを活用した介護に関する入門的研修等の実施及び介

護事業所への就職を支援する。 

  ・介護職員ハラスメント対策推進事業（令和４年度～） 

 複数人訪問費用補助や暴力・ハラスメント専用相談窓口の設置により、介護従事者の安全

を確保し、安心して働き続けることができる体制を構築する。 

    ・外国人介護職員が長く働ける、魅力ある埼玉介護の促進（令和５年度～） 

 外国人介護職員のキャリアアップを支援する魅力ある職場となるための介護事業所向け

セミナーや交流会を実施するとともに、外国人介護職員の資格取得支援や受入れ体制の充実

を図る介護事業所を支援する。 
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 ○地域区分（令和３年度～令和５年度） 
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２ 性的マイノリティに対する支援 

 
要望先 ：内閣府、法務省 

県担当課：人権・男女共同参画課 
 

◆提案・要望 

 (１） 昨今の判決で示された「同性婚について異性婚と同じ婚姻制度を適用するこ

とを含め、早急に真摯な議論をすること」等を踏まえ、国は同性パートナーが異

性婚と比べて不利益を被ることがないよう、同性パートナーの権利や身分に関す

る制度について、早急に真摯な議論と対応を行うこと。 
 

 (２） 性的マイノリティへの偏見や差別をなくすため、性の多様性に関する国民の

理解増進を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 性的マイノリティは、性的マイノリティ以外と比べ、孤立感あるいは自己否定感が強い状況に

あり、令和２年度に県が実施した「埼玉県多様性を尊重する共生社会づくりに関する調査」の結

果では、「死ねたらと思った、または自死の可能性を考えた」といった経験がある割合は６割を超

えており、命に関わる困難を抱えている。 

・ また、当事者の多くは、周囲からの差別や偏見を恐れ、当事者であることを隠して生活してい

る。 

・ このような状況を踏まえ、本県では、性の多様性を尊重した社会づくりのため、性の多様性に

関する理解の増進、相談体制の整備、暮らしやすい環境づくりの３本柱で施策を進めている。 

・ 令和４年７月には、性の多様性を尊重した社会づくりに関する取組を推進し、もって全ての人

の人権が尊重される社会の実現に寄与することを目的とした「埼玉県性の多様性を尊重した社会

づくり条例」を施行した。 

・ 本県では、当事者の抱える生きづらさや社会的不利益を解消するため、県の制度や手続に関し

て事実婚を対象としている場合に、同性パートナーも同様に扱うことが可能か検討し、県営住宅

の入居者資格など制度等の見直しを行っているが、自治体の取組だけでは限界がある。 

・ パートナーシップ制度・ファミリーシップ制度は、親族関係を登録公証する戸籍制度と想定す

れば、戸籍に関する届出制度は、市町村の法定受託事務となっており、自治体間の制度自体の共

通性や転居の場合の取扱いなどが担保されている。 

・ 一方、中間自治体である県には届出事務が委託されておらず、届出そのものに関し、混乱が生

じないような建て付けとなっている。 

・ パートナーシップ制度は自治体の制度という制約があり、社会保障制度や税などの優遇措置を

受けられないという、同性婚ができないことによる不利益を解消することはできない。 

・ 同性パートナーが異性婚と比べて不利益を被ることのないよう、令和６年３月の札幌高裁の判 

 決のとおり「国として同性婚につき異性婚と同じ婚姻制度を適用すること」を含め、 

 早急に真摯な議論と対応することが必要だと考える。 

・ 本県では、県民向け講座の実施や啓発リーフレットの配布、企業向け研修の実施等を通じて理

解増進を図っている。国においても「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関す

る国民の理解の増進に関する法律」に基づき、国民に理解増進を図る必要がある。 
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◆参考 

○精神的に追い込まれた経験に関する性的マイノリティと性的マイノリティ以外の人の比較 

 

出典：県人権推進課「埼玉県多様性を尊重する共生社会づくりに関する調査」（令和２年度） 

 

  ○札幌高等裁判所判決要旨（令和６年３月１４日） 

 １ 憲法第２４条第１項「婚姻は両性の合意のみに基づいて成立する」 

   違憲：人と人との自由な結びつきとしての婚姻を定める趣旨で、同性婚も同じ程度に 

      保障している。 

 ２ 憲法第２４条第２項「婚姻や家族に関する法律は個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚し

て制定する」 

   違憲：同性婚ができない不利益は著しく、個人の尊厳が損なわれている。 

 ３ 憲法第１４条第１項「国民は法の下に平等であり、信条や性別などで差別されない」 

   違憲：異性婚を認め、同性婚は許さないのは合理的根拠の欠く、差別的な取扱いである。 

 

 ○最高裁判所判決要旨（令和６年３月２６日) 

  ・犯罪被害者と同性の者は、犯給法第５条第１項第１号括弧書きにいう「婚姻の届けをして 

   いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者」に該当し得ると解するのが相当であ 

   る。 

  ・原告の男性に受給資格を認めなかった２審・名古屋高裁判決（令和４年８月）を破棄し、 

   審理を高裁に差し戻す。 

  

26.8%

13.8%

65.8%

44.0%

0% 20% 40% 60% 80%

死ねたらと思った、

または自死の可能性を考えた

家にひきこもった、

またはそれに近い状態になった
性的マイノリティ

性的マイノリティ以外

(n=5,606) 
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３ 重度心身障害者に対する公費負担医療制度の創設 

 
要望先 ：厚生労働省 

県担当課：国保医療課 
 

◆提案・要望 

（１） 地方単独事業として全都道府県で実施されている重度心身障害者に対する医療

費助成について、国として身体・知的・精神障害者を対象とした統一した公費負

担医療制度を創設すること。 
 
（２） 18歳未満までのこどもの医療費助成の現物給付実施に伴う国民健康保険の国庫

負担金減額措置は令和６年４月に廃止されたが、こどもに限定せず障害者に対す

る減額措置も直ちに廃止すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 重度心身障害者に対する医療費助成制度は、経済的基盤の弱い重度心身障害者やその家族の経

済的・精神的負担の軽減に大きく寄与している。 

・ 一方、この制度は地方単独事業であるため、各都道府県で受給対象者や助成対象範囲・助成方

法などが異なっており、制度に不均衡が生じている。 

・ また、市町村が現物給付を行う場合、こどもを対象とする医療費助成については、令和５年12

月に閣議決定された「こども未来戦略」を踏まえ減額調整措置が廃止されたが、こども以外の障

害者を対象とする医療費助成については減額措置が継続されている。 
 

◆参考 

 ○本県の重度心身障害者医療費の助成状況 

医療費支給対象 

身体障害者手帳：１～３級 

療育手帳：マルＡ 、Ａ、Ｂ 

精神障害者保健福祉手帳：１級（精神病床への入院費用は助成しない） 

後期高齢者医療制度の障害認定者 
※ 平成27年１月以降に65歳以上で新たに障害者手帳を取得した場合は対象外。 

※ 令和４年10月から全受給者に対して所得制限を導入。 

医療費支給方法 
償還払い 

（こどもの一部について県内医療機関受診分のみ現物給付） 

令和６年度予算                5,380,066千円 

令和４年度実績 
対 象 者：  117,666人   支給件数：3,145,748件 

市町村支給額：12,058,609千円   県補助額：5,224,560千円 

 

 ○制度の不均衡の例（令和５年４月１日現在） 

 

  
項目 状況（都道府県数） 

精神障害者 １級 の み 対 象 ：24、１～２級：８ 

その他(別制度等)：６、対 象 外：９ 

所得制限 あり：42、なし：５ 

自己負担金 あり：28、なし：19 
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■持続可能な成長               

 

１ 鉄道新線建設の取組に対する支援 

 
                                  要望先 ：国土交通省 

                                  県担当課：交通政策課 
 

◆提案・要望 

 埼玉高速鉄道線の延伸をはじめとした交通政策審議会答申路線等の整備を推進するた

め、鉄道新線建設の取組に対して支援すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 東京圏の都市鉄道については、昭和31年の都市交通審議会答申第１号から、平成12年の運輸政

策審議会答申第18号に至るまで過去８度の答申に基づき整備が進められてきた。 

・ 平成28年４月の交通政策審議会答申第198号では、国際競争力の強化に資する都市鉄道、豊かな

国民生活に資する都市鉄道、まちづくりと連携した持続可能な都市鉄道などの目指すべき姿を実

現する上で意義のあるプロジェクトについて、意義と事業化に向けた課題整理がされている。 

・ このため、答申路線の整備に向けて、沿線自治体と連携して課題解決の取組を進めている。 

・ また、本県としても知事公約で掲げた「あと数マイル・プロジェクト」は公共交通の更なる利

便性向上に向けた取組であり、鉄道路線の延伸についても検討を進めていくこととしている。 

・ 特に、埼玉高速鉄道線延伸（浦和美園～岩槻間の先行整備区間）については、さいたま市が令

和６年１月に鉄道事業者へ技術支援要請を行い、鉄道事業者から協力や支援を受け計画内容の精

査を実施しているところであり、本県としても、さいたま市と密接に連携・協力を図りながら、

延伸の早期実現を目指して取り組んでいる。 

・ 鉄道の延伸には多額の費用を要することなどから、都市鉄道等利便増進法の適用など、国の支

援が必要不可欠と考えている。 

・ そこで、延伸の諸課題の解決に向けた取組に対して、国の一層の支援を要望するものである。 

 

◆参考 

 ○都市鉄道利便増進事業費補助 

   既存の都市鉄道施設を有効活用して速達性の向上及び駅施設の利用円滑化を図るため、第３

セクター等公的主体が行う施設の整備に必要な経費の一部（補助対象経費の３分の１以内、地

方公共団体と同額）を補助。 

 

 ○社会資本整備総合交付金 

   道路空間に導入される新交通システムや都市モノレールのインフラ部（支柱・桁等）の整備

について交付。 
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 ○あと数マイル・プロジェクトにおける検討路線 

  （平成28年４月交通政策審議会答申路線） 

  ・埼玉高速鉄道線の延伸（浦和美園～岩槻～蓮田） 

  ・東京12号線（大江戸線）の延伸（光が丘～大泉学園町～東所沢） 

  ・東京８号線の延伸（押上～野田市） 

  （答申外路線） 

  ・日暮里・舎人ライナーの延伸 

  ・多摩都市モノレールの延伸 

 

 ○あと数マイル・プロジェクト路線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

  

   既設路線   あと数マイル・プロジェクト路線      
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２ 新大宮上尾道路、東埼玉道路など直轄国道等の整備推進 

 
                                要望先 ：国土交通省   

                                県担当課：県土整備政策課 
 

◆提案・要望 
（１） 新大宮上尾道路の事業中区間（与野～上尾南）の整備を推進するとともに、未

事業化区間のうち、まずは上尾南～圏央道を早期に事業化すること。 
     事業中区間：与野～上尾南 L=8.0km 
     未事業化区間：上尾南～圏央道 L=7.0km、圏央道～鴻巣市箕田 L=10.0km 
 
（２） 東埼玉道路（国道４号）の事業中区間である自動車専用部及び一般部の整備を

推進するとともに、自動車専用部の未事業化区間（北葛飾郡松伏町田島～春日部
市下柳（国道16号））の早期事業化、更に圏央道までの計画を早期に具体化する
こと。 

     事業中区間：（自動車専用部）八潮市八條（外環道）～北葛飾郡松伏町田島 
                       L=9.5km 
           （一般部）吉川市川藤～春日部市水角  L=8.7km 
     未事業化区間：（自動車専用部）北葛飾郡松伏町田島～春日部市下柳 
                    (国道16号) L=8.1km 
     ※（一般部）八潮市八條（外環道）～吉川市川藤 L=5.7km供用済 
 
（３） 圏央道と外環道との間の高規格道路である核都市広域幹線道路について、埼玉

新都心線から東北道間における概略計画の検討を推進するとともに、その他の区
間における地域特性や交通課題の分析を推進すること。 

 
（４） 首都圏道路網の骨格を形成する直轄国道（上尾道路、本庄道路）の整備を推進

すること。 
   ・ 上尾道路（国道17号） 
     事業中区間：さいたま市西区宮前町（国道16号）～鴻巣市箕田（国道17号）  
           L=20.1km 
     ※Ⅰ期区間（国道16号～圏央道）L=11.0km供用済（一部暫定2車線） 
   ・ 本庄道路（国道17号） 
     事業中区間：深谷市岡（深谷BP）～高崎市新町（群馬県境） L=13.1km 
     ※神流川橋架替区間L=1.4km供用済（暫定２車線） 
 
（５） 高規格道路である熊谷渋川連絡道路の計画を早期に具体化すること。 
 
（６） 圏央道の幸手ＩＣ以東の暫定２車線区間を早期に４車線化すること。 
 
（７） 新大宮上尾道路や東埼玉道路などは、平常時及び災害時における国全体の高速

道路ネットワークの強化に資する事業であることから、早期開通のための十分な
事業費を確保すること。 

 
（８） 外環道の残る事業中区間（大泉ＪＣＴ～東名ＪＣＴ）の整備推進および、東名

ＪＣＴ以南の計画の具体化を図り、環状道路としての整備効果の早期発現を図る
こと。 
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◆本県の現状・課題等 

・ 本県内の直轄国道等では、未整備区間が数多く残されており、国道17号や国道４号などにおい

て慢性的な激しい渋滞が発生している。 

・ 圏央道沿線地域を中心とした物流の活発化等に伴い増大する交通需要への対応のためには、圏

央道から都心方面へのアクセス強化は必要不可欠である。 

・ 地域経済の活性化や防災上の観点からも未整備区間の一日も早い完成が必要である。 

 

◆参考  

 ○本県の直轄国道等の整備状況 
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３ 幹線道路網の整備推進 

 
                          要望先 ：国土交通省   

                          県担当課：県土整備政策課、道路街路課 
 

◆提案・要望 

 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の予算を含めた社会資本整備

予算について、計画的な事業執行のために、県が実施する補助国道、主要地方道など幹

線道路網の整備推進に必要な財源を当初予算において安定的に確保し、配分すること。 

 また、重要物流道路制度に基づく本県の物流上重要な道路や、国が進める地域高規格

道路インターチェンジへのアクセス道路について、重点支援を実施すること。 

 加えて、後継となる国土強靱化実施中期計画を早期に策定し、５か年加速化対策後も

切れ目無く継続的・安定的に取り組むことができるよう、必要な予算・財源を当初予算

において通常予算とは別枠で確保し、配分すること。 
 

【具体的内容】 

（１） バイパス整備や多車線化による幹線道路網の整備 

    円滑な交通の確保を図り、誰もが豊かさを実感できる県土づくりを進めるた

め、県土をネットワークする道路の早期整備に必要な財源を確保すること。 

   ・ 西関東連絡道路（一般国道140号大滝トンネル、長尾根バイパス） 

   ・ 主要地方道越谷流山線バイパス（三郷市） 

   ・ （都）三郷流山線（三郷市、吉川市） 

   ・ （都）川越北環状線（川越市） 

   ・ （都）浦和野田線（越谷市） 等 
 

（２） 成長を支える県内道路の整備 

    高速道路の整備効果を最大限に活用するため、インターチェンジに短時間でア

クセスできる道路の整備や産業拠点へのアクセス道路の整備に必要な財源を確保

すること。 

   ・ 一般国道125号（加須羽生バイパス） 

   ・ 主要地方道東松山鴻巣線（吉見町）等 
 

（３） 隣接都県との道路ネットワーク強化 

    隣接都県との人の交流や物流の活性化を図るとともに、災害発生時の避難路・

輸送路の確保のため、隣接都県と未接続となっている道路整備に必要な財源を確

保すること。 

   ・ （都）日光東京線（川口市） 

   ・ （都）放射７号線（新座市） 

   ・ （都）保谷朝霞線（新座市） 

   ・ （都）飯能所沢線（所沢市）等 
 

（４） 鉄道との立体交差化による渋滞の解消 

    鉄道との踏切等で発生する渋滞を解消し、円滑な交通を確保するため、踏切の

立体化などの整備に必要な財源を確保すること。 
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   ・ 東武鉄道伊勢崎線・野田線連続立体交差事業（春日部市） 等 

 

（５） 重要物流道路の整備 

    平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、また、県内の主要幹

線道路網の強化・充実のため、重要物流道路に指定された国道254号和光富士見

バイパスについて、整備に必要な財源を確保すること。 

   ・ 一般国道254号（和光富士見バイパス） 
 

（６） 地域高規格道路インターチェンジへのアクセス道路整備 

    国が整備を進める地域高規格道路・東埼玉道路のインターチェンジにアクセス

する県管理道路について、整備に必要な財源を確保すること。 

  ・ 主要地方道越谷野田線（越谷市、松伏町） 

  ・ 一般県道柿木町蒲生線（越谷市） 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県には東北縦貫自動車道・関越自動車道・常磐自動車道などの高速道路が整備されている。

より円滑な移動を実現するためには、相互の結び付きの強化やインターチェンジへのアクセス向

上を図る必要がある。 

・ 高速道路を補完する幹線道路では交通量の増加に道路の整備が追いつかず、県内各地で渋滞が

発生している。このため、混雑時の走行速度は全国ワースト４位にとどまっている。 

・ また、補助国道などの主要な幹線道路は、平常時及び災害時における国全体の道路ネットワー

クの強化に資する事業であることから、早期に開通させる必要がある。 

・ このような状況から、上記の幹線道路網の整備を強力に推進する必要がある。 
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４ スマートインターチェンジの整備等による高速道路の有効活用 

 
                                要望先 ：国土交通省   

                                県担当課：県土整備政策課 
 

◆提案・要望 

（１） 交通利便性の向上や地域の活性化を図るため、スマートインターチェンジを早

期に整備すること。また、スマートインターチェンジの整備推進に当たり、地元

負担を軽減するための助成制度の拡充と十分な財源の確保を図ること。 

   ・ 蓮田スマートインターチェンジ（フル化） 

   ・ 三郷料金所スマートインターチェンジ（フル化） 

   ・ （仮称）外環八潮スマートインターチェンジ等 
 

（２） ドライバーの負担軽減のため、サービスエリア及びパーキングエリアに、女性

が利用しやすい休憩施設等の整備や大型車用駐車スペースを確保するなど、快適

な休憩スペースを提供するよう施設を拡充すること。 

   ・ 東京外環自動車道 （仮称）外環八潮パーキングエリア 

   ・ 首都圏中央連絡自動車道  狭山パーキングエリア 
 

（３） 新たな料金体系導入による交通状況の変化や償還計画への影響など検証した上

で、引き続き一体的で利用しやすい料金体系の構築に取り組むこと。 
 

（４） ビックデータ等を活用し、混雑状況に応じた料金施策や適切な案内方法を導入

するなど、利用者へのサービス向上を図ること。 
 

（５） ポストコロナ時代を踏まえ、料金収受員や利用者に対する感染リスクの軽減や

料金収受コストの軽減につながるＥＴＣ専用化等による料金所のキャッシュレス

化・タッチレス化を更に推進すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県内の圏央道（一部暫定２車線区間を含み）が全線開通するなど、首都圏の高速道路ネット

ワーク整備は進展している。一般道の交通負荷軽減や地域活性化、物流効率化のため、スマート

インターチェンジの整備を推進するなど、高速道路を最大限有効活用すべきである。 

・ 平成28年４月から新たな料金体系が導入され、会社間の料金体系の整理・統一が図られ、起終

点を基本とした継ぎ目のない料金が実現するとともに、利用者の急激な負担増に配慮し、激変緩

和措置が講じられている。 

・ 国土交通省や高速道路会社は、令和２年 12月 17日に社会資本整備審議会国土幹線道路部会の

『「持続可能な国土幹線道路システムの構築に向けた取組」中間とりまとめ』において、料金所の

キャッシュレス化・タッチレス化を計画的に推進すべきであると示されたことを踏まえ、導入手

順や概成目標時期を明示したロードマップを策定し、公表した。 

・ 県内の首都高速道路（株）及び東日本高速道路（株）の料金所（５箇所）が令和４年４月１日

（浦和南（上）、安行は令和４年３月１日）、東日本高速道路（株）の料金所（１箇所：坂戸ＩＣ）

が令和５年９月 21日にＥＴＣ専用料金所としての運用が開始された。 
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５ 羽田空港アクセス線西山手ルートの早期着工に向けた支援 

 
要望先 ：国土交通省 

                     県担当課：交通政策課 
 

◆提案・要望 

 交通政策審議会答申路線に掲げられた羽田空港アクセス線の西山手ルートについて、

早期着工に向けて支援すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 平成28年４月の交通政策審議会答申第198号において、国際競争力の強化に資する都市鉄道と

して掲げられている羽田空港アクセス線の新設は、県内とビジネス・観光等の拠点である空港と

のアクセス強化につながり、本県の広域交通ネットワークの充実にとって大変重要な事業である。 

・ 特に西山手ルートについては、ＪＲ埼京線を通じて、ＪＲ川越線との直通運転が実現すること

により、ＪＲ川越線をはじめ県内路線の利用人員の増加、それに伴う沿線地域への経済効果等が

期待される。 

・ また、ＪＲ東日本が平成30年７月に公表した、ＪＲ東日本グループ経営ビジョン「変革2027」

においても、羽田空港アクセス線構想の推進が取り上げられている。 

・ 現状、東山手ルートについては、令和３年１月に鉄道事業許可を受け、令和13年度の開業を目

指し、令和５年６月に着工した。西山手ルートについては、事業のスキームやスケジュールは未

定となっている。 

・ ついては、西山手ルートの早期着工に向け、国からも特段の支援をお願いしたい。 

 

◆参考 
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６ 事業再構築補助金の継続 

 
                                                                   要望先 ：中小企業庁 

                                  県担当課：産業支援課 
 

◆提案・要望 

 中小企業の思い切った事業再構築を支援し、成長が期待できる分野への進出を後押し

するため、令和７年度以降も事業再構築補助金を継続すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 新型コロナウイルス感染症の５類移行後も、長引くエネルギー・原材料価格高騰の影響などに

より、中小企業を取り巻く環境は依然厳しい状況にある。 

・ このような状況に対応するため、エネルギー・原材料価格高騰などの影響を受けにくい経営体

質への転換を図ることが中小企業に求められている。 

・ 事業再構築補助金はこうした中小企業を支援する上で、有効な手段となっており、県内の事業

者や支援機関からも事業再構築補助金の継続を要望する声がある。 

・ 引き続き、中小企業の思い切った事業再構築を支援し、成長が期待できる分野への進出を後押

しするため、令和７年度以降も事業再構築補助金を継続することを求める。 

 

＜中小企業の事業再構築促進のための県独自の取組＞ 

・ 多額の設備投資を行うことが難しい事業者や国の事業再構築補助金の要件を満たすことが困難

な事業者向けに、経営革新計画の実施を通して、グリーン分野への進出やデジタル技術の活用に

よる事業再構築を支援する補助制度を実施している。 

 

 概要 補助率 補助上限額 

経営革新グリーン分野 

進出支援事業補助金 

経営革新計画に基づき、国のグリーン成長戦略の14の重点分野

へ新たに進出しようとする際に必要となる費用を補助 
1/2 500万円 

経営革新デジタル活用 

支援事業補助金 

経営革新計画に基づき、デジタル技術を活用した新サービス・

新製品の開発等を行う際に必要となる費用を補助 
1/2 150万円 

補助率について年間売上額１千万円以下の事業者は３分の２以内とする 

 

◆参考 

  ○令和５年11月 （一社）埼玉県商工会議所連合会 令和６年度埼玉県の施策及び予算編成に 

   向けた要望書 

  ・「小規模事業者等が経済社会の変化に対応するためには、新分野への展開、業態転換、事業

再編など、思い切った事業再構築が引き続き必要であるため、事業再構築補助金の継続を

国に求める」よう、県への要望があった。 
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７ 中小企業の事業承継支援体制の拡充整備 

 
                                                                   要望先 ：中小企業庁 

                                  県担当課：産業支援課 
 

◆提案・要望 

 中小企業の事業承継及びＭ＆Ａを促進するため、都道府県ごとに設置されている事業

承継・引継ぎ支援センターの増員など支援体制の整備拡充を図ること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ 本県内企業の後継者不在率は58.4%と全国平均の53.9%を上回る状況（(株)帝国データバンク「埼

玉県企業「後継者不在率」動向調査（2023年）」）にあり、県内で休廃業となる企業は増加傾向に

ある。 

・ 企業の減少は県内経済や雇用への大きな痛手となり、事業承継やＭ＆Ａ促進は急務である。 

・ 本県内の事業承継及びＭ＆Ａ支援については、国の委託でさいたま商工会議所内に設置された

「埼玉県事業承継・引継ぎ支援センター（以下「センター」という。）」が中心になって実施して

いる。 

・ しかしながら、センターに寄せられる相談件数に対して配置された支援人員が十分でない、支

援拠点が少ないなどの問題がある。 

・ 県としても、センターと連携して事業承継支援に取り組んでいるが、より充実した支援を実施 

するため、センターの増員など支援体制の整備拡充を求める。 

 

＜支援体制拡充に向けた県の取組＞ 

・ 公益財団法人埼玉県産業振興公社に事業承継アドバイザーを配置し、事業承継に関する相談に

対応している。 

・ センターによる県北地域の支援拠点（県施設内設置）の運営を支援している。 

・ 令和６年度から、センターと連携し県西部・東部地域において、事業承継に関する定例相談会 

 及びセミナーを開催する。 

  

◆参考  

 ○埼玉県事業承継・引継ぎ支援センター相談件数           単位：件 
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８ 価格転嫁の円滑化に向けた国による実効性のある支援 

 
                    要望先 ：公正取引委員会、経済産業省、中小企業庁 

                    県担当課：産業労働政策課 
 

◆提案・要望 

 エネルギー・物価高騰の長期化が企業の収益を圧迫している現状を踏まえ、中小企業

がコストの上昇分を円滑に価格転嫁できるよう、実効性のある取組を迅速かつ効果的に

実施すること。 
 

 

◆本県の現状・課題等 

・ エネルギー・物価高騰が長期化し、県内中小企業は厳しい経営環境に置かれている。 

・ 本県では、令和４年９月に全国初となる「価格転嫁の円滑化に関する協定」を産・官・金・労

の12団体で締結し、パートナーシップ構築宣言の登録や実効性確保について県内企業に対して電

話や訪問で直接働き掛けるとともに、価格交渉の際に使用する根拠資料を容易に作成できる「価

格交渉支援ツール」の提供や、専門家による伴走型支援で企業の価格交渉を後押しするなど、オ

ール埼玉で円滑な価格転嫁に向けた取組を進めている。 

・ また、「強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議」に国と県を中心とした部会を設置し、価格転

嫁の円滑化に向けた取組について検討を行い、宣言企業への県制度融資における優遇措置や補助

金の加点措置を設けるとともに、国と県の支援策を取りまとめたパンフレットを県内企業経営者

に宛てて直接郵送するなど広く周知してきた。 

・ さらに、金融機関と連携した「価格転嫁サポーター制度」を創設し、金融機関の職員から直接

企業へ支援情報を周知いただく取組を進めている。 

・ こうした取組により、本県の宣言企業数は急速に拡大するなど、一定の成果を上げている。 

・ しかし、価格転嫁についてはこれまでの商取引の慣行からくる構造的な課題を抱えており、一

朝一夕には解決できないことから、この取組の実効性を更に高めていく必要がある。 

・ 国におかれては、地方公共団体の優れた取組を横展開するとともに、社会全体、業界全体での

価格転嫁の気運を醸成する取組を強化するようお願いしたい。 

・ また、価格転嫁対策の実効性を高めるためには、相談や啓発などの支援だけでなく、問題となる事

案を把握し、立入調査や勧告を行うなど、下請取引の監督についても強化していく必要がある。 

・ 下請取引の監督は、公正取引委員会や中小企業庁の権限に属するものであり、これら国の省庁

が引き続き、積極的に実施するようお願いしたい。 

・ 今後も円滑な価格転嫁に向けた実効性のある取組を迅速かつ効果的に実施するよう求める。 

  


